中国経済の近年における発展についての考察
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序章  はじめに

中国は改革・開放時代を迎え、それに伴って経済にも変化が現れ出した。今まで中国経済全体を主導していた国有企業に変わり、非国有企業が急成長を遂げてきているのである。このことを念頭において、本論では中国経済の近年の発展について非国有企業部門の成長に着目し、それに関連する諸項目を分析する。第１章では非国有企業部門の代表格である郷鎮企業について考察し、第２章では同じく非国有企業部門の外資系企業について、地理的経済要因に触れつつ分析し、第３章では第２章に関連して、主に香港についての考察を進めた。第４章では国外からの関連として中国の国際化をメリット・デメリットを論じながら考察した。第5章では第4章を受け、デメリットとなった地域間経済格差について論じた。

第1章 郷鎮企業の成長とその基盤

中国経済の発展の根幹を成しているのは非国有企業の成長であり、とりわけ郷鎮企業の成長が目覚しい。そこで本章では非国有企業の成長について郷鎮企業に着目し、その成長を根拠に基づいて考察したい。

郷鎮企業とは、非国有企業の代表格ともいえる企業のことであり、その成長ぶりは、中国の工業総生産額のシェアを見ても明らかで、外資系企業とあわせた割合は、1985年の18.9％から1994年には57.5％を占めるまでにいたり、同年の国有企業の割合34.1％を上回った
。その根拠としては2点挙げられる。まず1点目は資本の融資額の増大であり、改革・開放政策によって生じた農村の市場活性化が余剰所得を生み、金融を通じて郷鎮企業に流れたという構図があった
。2点目は労働力の増大であり、人民公社制度の解体によって余剰労働力の自由な移動の保証がなされたということも背景として挙げられる
。

このように、金融関連の郷鎮企業への投資の増大に見られる資本の移動や、農村の自由な労働力の結合は、郷鎮企業の成長に大きく貢献した。

第2章  外資系企業と地理的経済要因との関連

郷鎮企業の他に、非国有企業部門の他の一翼を担うのは、外資系企業である。中国では郷鎮企業の成長による経済発展が多く見られるが、広東・福建の両省は工業成長を遂げていても、郷鎮企業からではなく、外資系企業が寄与している面が見られる
。本章では外資系企業が特定地域に与える経済要因について考察したい。

まず、具体的な数値を見てみたい。1994年省別固定資産投資額（実行額）に占める外貨の比率は、福建省59.6％、広東省37.3％という圧倒的な高さにあり、この2省を除くと他はその比率においてかなり低い
。その理由として、広東省は香港に隣接していて、福建省は海峡を挟んで台湾に対面しているという立地条件の良さが挙げられ、また中国政府のこれら2省に対する権限委譲も寛大であったため、台湾・香港の影響下にある外資系企業のもと、高成長を遂げたのである
。

このため、広東・福建両省の経済発展は、台湾、香港という地理的経済要因に関連した

外資系企業のもと、中国経済全体の中でも高い水準を示しているのである。

第3章 香港返還に見る中国経済への影響

1997年7月1日をもって中国領に復帰した香港は、中国にとって歴史的領土価値もさる事ながら、「黄金の卵を産む卵」
という言い方も出来るほどの経済的価値も持ちあわせている。本章では、第2章で述べた地理的経済要因のうち、中国にとって身近な存在となった香港に焦点を当てて考察を進めていきたい。

世界銀行のデータによると、香港は1950年から1980年の間に年平均9.5％という世界でも最も高い経済成長を示し、1980年から1990年の間の経済成長も年平均6.7％と以前と比べ少し落ちたが依然として高い水準で推移している
。輸出総額も1,808億ドル（96年税関ベース）で中国本土をしのぎ世界8位であり、輸出入全体は3,795億ドルとなりアジアでは日本に次いで2位であった
。また、「1995年における香港の1人当たりGDPは23,291米ドルで、イギリスを上回り先進国に劣らぬ水準に到達した。」
とあるように、香港の経済力は巨大なものである。つまり、香港は経済大国の意味合いを持ち、それを領土という形で中国が利用出来ることは、中国経済にとって大きなプラス要因であることには間違いない。とは言え一口に利用と言っても、香港は資本主義、中国は社会主義と経済体制が食い違うため、中国側は「一国二制度」を提唱して香港の政策を公に認めながらその利得を受けるという例外を打ち出した
。

このように、経済政策は違うがそれを保護して国家全体の成長を目指すことは、これからの更なる中国経済発展を望むための責務であり、中国政府としては香港の経済政策を安易に変更しないようにする必要があると思われる。

第4章 中国経済の国際化とその弊害

中国経済の近年の変化は、国内の経済活動のみにとどまらず、国外の経済活動、言い換えるならば国際市場への参入もにわかに進み、国際化の形相を帯びてきた。本章では、第2章で触れた「外資」を広義に捉えた国際市場がもたらす影響を、その利点と弊害に触れつつ、中国経済にどのように作用したかを考察したい。

具体的な事項として、国外からの投資・借款の受け入れや国外関連企業の中国進出などが挙げられ、これらは中国経済にはない市場経済の観念を中国経済にもたらした
。これは中国経済にとってメリットの方向に作用した。しかしそれと同時に、様々な取引が国際市場で行われる傾向が現れ、その分だけ国内諸地域との相互依存を減少させるといった現象も現れたため、経済の国際化は“地域分断”をもたらしかねない状況をも作り出してしまった
。

このように、経済の国際化が中国にもたらした市場経済概念は大きなものであり、これからの更なる発展に欠かせない要素となったが、その一方で、国内諸地域との地域分断を招きつつあり、地域間に経済格差を生みかねない事態に陥ったことは、経済の国際化が招いたデメリットとして反省すべきことであろう。

第5章 地域間経済格差とその実態

中国経済が国際化に向かった結果、市場経済化が進み、国外取引の土壌が養われ出したが、その一方で経済の中央化が進んで国内諸地域同士の経済連携が減少しだした、というのが第4章で論じたところであった。しかし本章では、「東部と中・西部との間に圧倒的に大きな格差が存在していることはまぎれもないが、これはいまになって始まったことではない。問われるべきは、この格差が拡大に向かっているのか縮小傾向にあるのか、そのベクトルである。」
ということを踏まえて、さらに考察を進めていきたい。

中国経済は多くの都市群による経済活動が行われている。例えば、中・西部に代表される内陸・辺境地域では一般に資源は豊富だが、資金不足の傾向があって発展は遅いが、逆に東部に代表される沿岸地域は一般に“先進技術”地帯であり、経済力が大きいとされている
。しかしここで注目されるべき事実は、同じ東部の中でも拡大・減少が起こっているということである
。非国有企業のシェアが急増を見せた山東・福建の両省の発展はすでに第2章で論じたとおりであるが、逆に上海・北京・天津・遼寧などは工業生産力が低下したのである
。このようなコントラストは、「中国全体の地域間経済変動を説明する最大の要因」
という結論を導き、また「経済規模において小さなシェアしかもたず、かつ一貫して安定的に小さいのが中・西部」
という事実もあったため、実際は格差のベクトルは拡大ではなくむしろ縮小の方向へ向かっていたことが明らかになった。

このように、デメリットとして捉えていた地域間経済格差の問題は、実は東部の内部における対比と、中・西部の経済規模の小ささが、著しい格差をより一層強めて表面化していたことが分かった。

終章  終わりに

  中国経済近年の発展は、非国有企業の成長、地理的経済要因、香港の返還による経済効果、国際化と地域別経済格差の問題と、いくつもの要因が重なったもとに成り立っている、ということを強く感じさせるものであった。特に郷鎮企業の成長は、農村と結びついた市場活性化を促進し、中国経済全体を活気あるものとした事実は、大いに賞賛されるべきことであるというのが本論から切に感じたことであった。
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